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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第92期

第３四半期連結
累計期間

第93期
第３四半期連結
累計期間

第92期
第３四半期連結
会計期間

第93期
第３四半期連結
会計期間

第92期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

営業収益（百万円） 165,700 169,141 55,691 61,146 212,659

経常利益（百万円） 4,765 5,179 2,126 2,481 5,533

四半期（当期）純利益（百万円） 2,363 2,601 1,061 1,314 2,848

純資産額（百万円） － － 51,288 54,828 52,130

総資産額（百万円） － － 150,560 167,790 154,212

１株当たり純資産額（円） － － 466.48 486.57 470.48

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
21.54 23.69 9.67 11.97 25.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
19.42 21.33 8.71 10.77 23.39

自己資本比率（％） － － 34.0 31.8 33.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,361 2,699 － － 5,692

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,417 △1,685 － － △7,134

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,351 741 － － 842

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 12,658 13,540 11,748

従業員数（人） － － 6,724 7,945 7,345

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。　
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　主要な関係会社について、江坂運輸㈱及び阪神運送㈱を平成21年10月１日付で株式を取得し、連結子会社と致しまし

た。 

 

 

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに連結子会社となっております。

名称 住所
資本金

（百万円）

事業の種類別セグ

メントの名称

議決権の

所有割合

（%）

関係内容

 役員の兼任
資金

援助

営業上の

取引

設備の

賃貸借
当社役員

（人）

当社職員

（人）　

（連結子会社） 　 　 　 　 　 　 　 　 　

江坂運輸㈱ 兵庫県西宮市 20
運送事業

流通加工事業　
100 2 4 有 有 無

阪神運送㈱ 兵庫県西宮市 10
運送事業

流通加工事業　
100 2 4 無 有 無

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 7,945[5,850]

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であり、臨時従業員数は［　］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。なお、臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いてお

ります。

　

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 3,547[1,847]

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従

業員数は［　］内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時従業員には、季

節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

２．従業員数には、休職者９人を含んでおりません。
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第２【事業の状況】

１【営業実績】

　当第３四半期連結会計期間における営業実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

事業の種類別セグメントの名称 営業収益（百万円) 前年同期比（％）　

運送事業 35,113 6.4

流通加工事業 19,121 9.0

その他事業 6,911 33.9

合計 61,146 9.8

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記金額に消費税等は含まれておりません。 

　

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間における日本経済は、一昨年来の世界的な景気悪化が下げ止まるとともに、輸出や生産

の持ち直しが鮮明になってきており、緩やかながら回復基調で推移しております。しかしながらその一方で、設備の

過剰感、高い失業率などの不安材料もあり、先行きの不透明感が残る状況にあります。

物流業界におきましても、景気は回復基調にあるものの、当社の主要取扱品目である住宅物流や石化樹脂物流も低

迷しており、依然として厳しい経営環境にあります。

このような環境の中、当社グループは「流通情報企業の確立」を目指した中期経営三ヵ年計画の最終年度として、

「流通ＳＣＭ（サプライチェーン・マネジメント）」の提供により、量販店・小売物流を中心とした業務開拓を推

進し、１０月に百貨店物流機能を持つ「江坂運輸株式会社」、「阪神運送株式会社」の２社を当社グループに迎えま

した。

この結果、既存物量の落ち込みがあったもののＭ＆Ａによる増収効果もあり、連結営業収益は６１１億４６百万円

と対前年同四半期比５４億５４百万円（同９．８％）の増収となりました。

一方、利益面におきましては、コストの削減、見直し等により、連結営業利益は２５億９２百万円と対前年同四半期

比４億４百万円（同１８．５％）の増益、連結経常利益は２４億８１百万円と対前年同四半期比３億５５百万円

（同１６．７％）の増益となりました。連結四半期純利益は、１３億１４百万円と対前年同四半期比２億５２百万円

（同２３．８％）の増益となりました。

　　　

　　　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

　　①運送事業

　運送事業では、住宅物流及び石化樹脂物流の減少はありましたが、量販店・小売物流の拡大・深耕により、事業収入

は３５１億１３百万円と対前年同四半期比２１億２７百万円（同６．４％）の増収、営業利益は燃料単価差の影響等

により、１３億８９百万円と対前年同四半期比２億９百万円（同１７．８％）の増益となりました。

 

②流通加工事業

　流通加工事業では、東京納品代行㈱及びイヌイ運送㈱を当期から連結子会社化したことにより、事業収入は１９１億

２１百万円と対前年同四半期比１５億７７百万円（同９．０％）の増収、営業利益は９億１０百万円と対前年同四半

期比６５百万円（同７．７％）の増益となりました。

 

③その他事業

　その他事業では、石油販売事業における販売単価下落による影響がありましたが、㈱丸藤を当期から連結子会社化し

たことにより、事業収入は６９億１１百万円と対前年同四半期比１７億５０百万円（同３３．９％）の増収、営業利

益は２億９７百万円と対前年同四半期比８０百万円（同３７．１％）の増益となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。)は、第２四半期連結会計期間末

に比べ１４億７３百万円(９.８％)減少し、１３５億４０百万円となりました。

 

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは１０億６百万円の収入となりました。これは、税金等調整前四半期純利益が２

３億７６百万円、減価償却費が１２億３９百万円、仕入債務の増加額が２６億８９百万円となった一方、賞与引当金の

減少額が９億１８百万円、売上債権の減少額が３４億２３百万円、法人税等の支払額が９億８５百万円になったこと

等によるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ ・フローは、６億９０百万円の支出となりました。これは、設備投資に伴う有形固定資産

の取得に８億３８百万円支出したこと等によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、１７億８７百万円の支出となりました。これは、社債発行による収入が７０

億円あった一方、短期借入金を７６億８４百万円、長期借入金を２億９百万円返済し、中間配当金を４億１３百万円支

払ったこと等によるものです。

 

　　(3) 対処すべき課題

 　　 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

　　(4) 研究開発活動

　　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

①当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。

 

②前四半期連結会計期間末において計画中であった設備の新設、除却等のうち、当第３四半期連結会計期間において

完成したものは次のとおりであります。

 

事業の種類別　　　　　
セグメントの名称　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　
設備名 金額（百万円）　 着手年月 完了年月　

運送事業他 車両代替及び増車　 264  H21.10 H21.12

 流通加工事業他 荷役設備代替及び増設 987 H21.10 H21.12

 その他事業 その他生産設備・非生産性設備 27 H21.10 H21.12

　合計 1,279   

　　（注）　上記金額に消費税等は含まれておりません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 294,999,000

計 294,999,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 111,989,476 111,989,476

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

（注）２

計 111,989,476 111,989,476 － －

（注）１．「提出日現在発行数」には、平成22年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

２．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は1,000株です。

（２）【新株予約権等の状況】

①会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成19年６月28日定時株主総会決議（第１回新株予約権（株式報酬型ストックオプション））

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数　（個） 55　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（株） 55,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額　（円） １株当たり    １　(注)２

新株予約権の行使期間
　自　平成19年７月21日

　至　平成39年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額　（円）

発行価額　    　　　１

資本組入額　　    　１

新株予約権の行使の条件

当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員

のいずれかの地位を有する時は新株予約権を行使する

ことが出来ない。(注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４
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平成19年６月28日定時株主総会決議（第２回新株予約権（株式報酬型ストックオプション））

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数　（個） 12　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（株） 12,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額　（円） １株当たり    １　(注)２

新株予約権の行使期間
　自　平成19年７月21日

　至　平成39年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額　（円）

発行価額　　　    　１

資本組入額　　    　１

新株予約権の行使の条件

当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員

のいずれかの地位を有する時は新株予約権を行使する

ことが出来ない。(注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

　　

　

平成20年５月14日取締役会決議（第４回新株予約権（株式報酬型ストックオプション））

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数　（個） 63　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（株） 63,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額　（円） １株当たり    １　(注)２

新株予約権の行使期間
　自　平成20年７月２日

　至　平成40年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額　（円）

発行価額　    　　　１

資本組入額　　    　１

新株予約権の行使の条件

当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員

のいずれかの地位を有する時は新株予約権を行使する

ことが出来ない。(注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４
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平成20年６月27日定時株主総会決議（第５回新株予約権（株式報酬型ストックオプション））

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数　（個） 17　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（株） 17,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額　（円） １株当たり    １　(注)２

新株予約権の行使期間
　自　平成20年７月２日

　至　平成40年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額　（円）

発行価額　　　    　１

資本組入額　　    　１

新株予約権の行使の条件

当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員

のいずれかの地位を有する時は新株予約権を行使する

ことが出来ない。(注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

　

　

平成21年５月19日取締役会決議（第６回新株予約権（株式報酬型ストックオプション））

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数　（個） 74　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（株） 74,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額　（円） １株当たり    １　(注)２

新株予約権の行使期間
　自　平成21年７月２日

　至　平成41年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額　（円）

発行価額　    　　　１

資本組入額　　    　１

新株予約権の行使の条件

当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員

のいずれかの地位を有する時は新株予約権を行使する

ことが出来ない。(注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４
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平成21年６月26日定時株主総会決議（第７回新株予約権（株式報酬型ストックオプション））

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数　（個） 27　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（株） 27,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額　（円） １株当たり    １　(注)２

新株予約権の行使期間
　自　平成21年７月２日

　至　平成41年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額　（円）

発行価額　　　    　１

資本組入額　　    　１

新株予約権の行使の条件

当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員

のいずれかの地位を有する時は新株予約権を行使する

ことが出来ない。(注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注)１．新株予約権１個当たりの目的たる株式数は、1,000株です。なお、当社が株式分割または株式併合を行う場

合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、

当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整の生じる１株未満の端

数については、これを切り捨てます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、

株式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等

を勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができるものとします。

２．各新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権を行使することにより

交付をうけることができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに各新株予約権の目的たる株式の

数を乗じた金額とします。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日

の翌日から新株予約権行使期間の満了日まで、新株予約権を行使できるものとする。

②新株予約権者が死亡した場合、その相続人（新株予約権者の配偶者、子、１親等の直系尊属に限る。）は新

株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月を経過する日までの間に限り新株予約権を行使することがで

きるものとする。

③その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割

当契約書にて定めるものとする。

４．当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い

組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定

めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとしま

す。

①合併（当社が消滅する場合に限る。）

合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社

②吸収分割

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社

③新設分割

新設分割により設立する株式会社

④株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

⑤株式移転

株式移転により設立する株式会社
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②会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

平成19年７月３日取締役会決議（2012年７月20日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権付社債の残高　（百万円） 4,900

新株予約権の数　（個） 980

新株予約権のうち自己新株予約権の数　（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（株） 11,922,141　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額　（円） １株当たり   411　(注)２

新株予約権の行使期間
　自　平成19年８月３日

　至　平成24年７月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額　（円）

発行価額　　　　   411

資本組入額　　　   206

(注)３

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 －

代用払込みに関する事項

各本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資する

ものとし、当該本社債の価額は、その額面金額と同額と

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注)１．本新株予約権の行使により、発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式を移転（以下、当社普通株

式の発行又は移転を当社普通株式の「交付」という。）すべき当社普通株式の数は、本新株予約権の行使

請求に係る本社債の額面金額（500万円）の合計額を、下記(注)２により決定される転換価額で除した数

とします。但し、本新株予約権の行使の際に生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行いま

せん。また、本新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、当社は会社法に定める単元未

満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算します。なお、下記転換価額で算出される新

株予約権の目的となる株式の数の最大整数は、第３四半期会計期間末現在で11,922,141株です。

２．新株予約権の行使時の払込金額

(1)各本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その額面金額と

同額とします。

(2)本新株予約権付社債の要項に定める転換価額の修正条項の適用により、転換価額は平成20年７月22日以

降437円から411円に修正されています。

(3)転換価額は、当社が本新株予約権付社債発行後、当社普通株式の時価を下回る金額で新たに普通株式を交

付する場合には、次の算式により調整されます。なお、次の算式において「既発行株式数」とは当社の発

行済普通株式（当社の保有するものを除く。）の総数を指します。

   

 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×

既発行株式数 ＋
交付株式数 × １株当たり払込金額
────────────────

１株当たり時価
────────────────────────

既発行済株式数 ＋ 交付株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通

株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行その他本新株

予約権付社債の要項に定める一定の場合にも適宜調整されることがあります。但し、当社のストック・オ

プション・プランに基づく場合その他本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には調整は行われ

ません。

３．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の

定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端

数を生じる場合はその端数を切り上げた額とします。
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４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

(1)当社が組織再編等を行う場合、①その時点において（法律の公的又は司法上の解釈又は適用を考慮した

結果）法律上実行可能であり、②その実行のための仕組みが既に構築されているか又は構築可能で、これ

につきDaiwa Securities SMBC Europeとの間で合意し、かつ③その全体において当社が不合理であると

判断する費用又は支出（租税負担を含む。）を当社又は承継会社等（以下に定義する。）に生じさせるこ

となく実行可能であるときは、当社は、承継会社等をして本社債の債務者とするための本新株予約権付社

債の要項に定める措置及び本新株予約権に代わる新たな新株予約権の交付をさせるよう最善の努力をし

なければなりません。

「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって本新株予約権付社債又は本新株予約権に係る

当社の義務を引き受ける会社を総称していうものとします。

(2)上記(1)の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりです。

①新株予約権の数

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保有する本新

株予約権の数と同一の数とする。

②新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

③新株予約権の目的である株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条

件等を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記（ⅰ）又は（ⅱ）に従う。

なお、転換価額は上記１と同様の調整に服する。

(ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行

使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社等

の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したとき

に受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以外の証

券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通株式の時価

で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。

(ⅱ)組織再編等の場合（当社及び承継会社等が上記（ⅰ）の代わりに本（ⅱ）の適用を選択した場合

には、合併、株式交換又は株式移転の場合を含む。）には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本

新株予約権を行使した場合に本新株予約権付社債の所持人が得られるのと同等の経済的利益を、当

該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、

転換価額を定める。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された社債を出資するものとし、当該社債の価額は、

本社債の額面金額と同額とする。

⑤新株予約権を行使できる期間

当該組織再編等の効力発生日又は承継会社等の新株予約権が交付された日のいずれか遅い方の日か

ら、本新株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥その他の新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算

規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の

結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資

本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

⑧組織再編等が生じた場合

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取扱いを行う。

⑨その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな

い。承継会社等の新株予約権は承継された社債と分離して譲渡できない。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日　
－ 111,989 － 18,345 － 16,436

　

　

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　2,167,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　109,247,000 109,247 －

単元未満株式 普通株式　　　　575,476 － －

発行済株式総数 111,989,476 － －

総株主の議決権 － 109,247 －

（注）「単元未満株式」の欄には、自己株式364株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

センコー株式会社
大阪市北区大淀中

一丁目１番30号
2,167,000－ 2,167,000 1.94

計 － 2,167,000－ 2,167,000 1.94
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 318 296 374 362 374 405 371 341 349

最低（円） 253 262 274 326 330 348 329 309 316

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、大手前監査法

人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,640 11,948

受取手形及び営業未収入金 ※3
 31,745 24,792

商品 793 212

販売用不動産 24 23

貯蔵品 114 87

仕掛品 226 194

その他 4,808 4,174

貸倒引当金 △45 △17

流動資産合計 51,308 41,416

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 37,049

※1
 37,166

土地 35,483 34,273

その他（純額） ※1
 9,790

※1
 10,015

有形固定資産合計 82,322 81,454

無形固定資産 3,656 2,558

投資その他の資産

差入保証金 8,810 8,601

繰延税金資産 5,115 4,910

その他 16,821 15,497

貸倒引当金 △243 △227

投資その他の資産合計 30,503 28,782

固定資産合計 116,482 112,795

資産合計 167,790 154,212
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 22,598 17,274

短期借入金 14,494 10,968

1年内償還予定の社債 － 7,000

未払法人税等 763 920

賞与引当金 1,879 2,723

役員賞与引当金 55 50

その他 9,301 7,541

流動負債合計 49,092 46,477

固定負債

社債 7,000 －

転換社債型新株予約権付社債 4,900 4,900

長期借入金 33,743 33,419

退職給付引当金 9,946 9,491

役員退職慰労引当金 279 40

特別修繕引当金 41 26

その他 7,959 7,727

固定負債合計 63,870 55,604

負債合計 112,962 102,082

純資産の部

株主資本

資本金 18,345 18,345

資本剰余金 16,607 16,607

利益剰余金 19,260 17,520

自己株式 △771 △778

株主資本合計 53,441 51,695

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2 △26

為替換算調整勘定 △9 △10

評価・換算差額等合計 △6 △36

新株予約権 80 60

少数株主持分 1,312 411

純資産合計 54,828 52,130

負債純資産合計 167,790 154,212
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業収益 165,700 169,141

営業原価 152,483 154,100

営業総利益 13,217 15,040

販売費及び一般管理費 ※1
 8,334

※1
 9,685

営業利益 4,882 5,355

営業外収益

受取利息 96 130

受取配当金 600 691

その他 304 428

営業外収益合計 1,001 1,250

営業外費用

支払利息 674 840

その他 443 585

営業外費用合計 1,118 1,425

経常利益 4,765 5,179

特別利益

受取補償金 110 －

特別利益合計 110 －

特別損失

固定資産除却損 190 250

過年度損益修正損 － 180

リース解約損 135 81

投資有価証券評価損 － 43

固定資産評価損 － ※2
 32

ゴルフ会員権評価損 39 －

特別損失合計 366 587

税金等調整前四半期純利益 4,510 4,592

法人税、住民税及び事業税 1,417 1,638

法人税等調整額 728 438

法人税等合計 2,146 2,077

少数株主利益又は少数株主損失（△） 0 △86

四半期純利益 2,363 2,601
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

営業収益 55,691 61,146

営業原価 50,751 55,197

営業総利益 4,940 5,948

販売費及び一般管理費 ※1
 2,752

※1
 3,356

営業利益 2,188 2,592

営業外収益

受取利息 32 45

受取配当金 234 257

その他 72 117

営業外収益合計 339 420

営業外費用

支払利息 240 291

その他 160 239

営業外費用合計 400 530

経常利益 2,126 2,481

特別損失

投資有価証券評価損 － 43

固定資産評価損 － ※2
 32

固定資産除却損 108 17

リース解約損 10 11

ゴルフ会員権評価損 1 －

特別損失合計 121 105

税金等調整前四半期純利益 2,005 2,376

法人税、住民税及び事業税 306 737

法人税等調整額 637 394

法人税等合計 943 1,132

少数株主利益又は少数株主損失（△） 0 △70

四半期純利益 1,061 1,314
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,510 4,592

減価償却費 2,888 3,649

固定資産除却損 190 250

退職給付引当金の増減額（△は減少） △131 △55

賞与引当金の増減額（△は減少） △903 △991

受取利息及び受取配当金 △697 △822

支払利息 674 840

売上債権の増減額（△は増加） △112 △4,195

たな卸資産の増減額（△は増加） △44 △264

仕入債務の増減額（△は減少） △1,181 3,001

その他 253 △843

小計 5,446 5,162

利息及び配当金の受取額 159 198

利息の支払額 △617 △786

法人税等の支払額 △2,627 △1,874

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,361 2,699

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,188 △1,865

有形固定資産の売却による収入 219 267

投資有価証券の取得による支出 △155 △15

投資有価証券の売却による収入 28 29

子会社株式の取得による支出 － △478

関係会社株式の取得による支出 △134 －

関係会社株式の売却による収入 3 134

関係会社出資金の払込による支出 △60 －

その他 △129 241

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,417 △1,685

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,300 △684

長期借入れによる収入 5,750 4,400

長期借入金の返済による支出 △4,484 △1,006

社債の発行による収入 － 7,000

社債の償還による支出 － △7,000

自己株式の取得による支出 △72 △3

自己株式の売却による収入 5 2

配当金の支払額 △852 △852

その他 △295 △1,113

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,351 741

現金及び現金同等物に係る換算差額 △14 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 281 1,756

現金及び現金同等物の期首残高 12,317 11,748

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

59 35

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 12,658

※
 13,540
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1）連結の範囲の変更

  第１四半期連結会計期間より、ロジ・ソリューション株式会社は重要性

が増したため、イヌイ運送株式会社は株式取得により、連結の範囲に含めて

おります。　

　第２四半期連結会計期間より、株式会社丸藤を株式取得により連結の範囲

に含めております。

　当第３四半期連結会計期間より、江坂運輸株式会社及び阪神運送株式会社

を株式取得により連結の範囲に含めております。　

　

(会計方針の変更）

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表における子会社及び関連会

社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第22号　平成

20年５月13日）を適用しております。

　これによる連結損益計算書への影響はありません。

　 (2）変更後の連結子会社の数

　41社

２．持分法の適用に関する事項の変更 (1）持分法適用関連会社

　①　持分法適用関連会社の変更

　　当第３四半期連結会計期間より、アシックス物流株式会社は株式を売却

したため、持分法適用の範囲から除外しております。

　②　変更後の持分法適用関連会社の数

　　１社　

３．会計処理基準に関する事項の変更 (1）受注制作のソフトフェア開発に係る営業収益及び営業原価の計上基準の

　　変更

　　受注制作のソフトウェア開発に係る営業収益の計上基準については、従来、

工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を

第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した

ソフトウェア開発契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分

について成果の確実性が認められるものについては工事進行基準（進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他のものについては工事完成基準を適用

しております。

　これによる営業収益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

に与える影響は軽微であります。

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　一般債権の貸倒見積高の算定については、当第３四半期連結累計期間末の貸

倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末で用いた貸倒実績率を使用しております。

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、

前連結会計年度末の検討において使用した将来の業績予想やタックスプラン

ニングを使用しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 61,493百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 59,019百万円

　２　偶発債務 　２　偶発債務

(1）保証債務 (1）保証債務

被保証者
保証金額

（百万円）
被保証債務の内容

扇興物流（上海）

有限公司
9
リース債務に対す

る連帯保証

　計 9 　－

　

被保証者
保証金額

（百万円）
被保証債務の内容

扇興物流（上海）　　有

限公司
14

リース債務に対す

る連帯保証

　計 14 　－

　
(2）売掛債権及び手形信託に係る偶発債務

　売掛債権及び手形債権流動化による買戻し条件付

売掛債権及び手形売却額2,098百万円に伴う買戻し

義務限度額857百万円があります。

(3）差入保証金の流動化に伴う遡及義務

150百万円　

(2）手形信託に係る偶発債務

　手形債権流動化による買戻し条件付手形売却額

1,867百万円に伴う買戻し義務限度額588百万円が　

あります。

(3）差入保証金の流動化に伴う遡及義務

150百万円　

※３　期末日満期手形の処理方法

当四半期連結会計期間末日は銀行休業日であります

が、期末日満期手形については、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しております。

当四半期連結会計期間末残高から除かれている期末

日満期手形は次の通りであります。

　受取手形　　　　　　　　　　　　　94百万円　

※３　　　　　　　──────　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の通

りであります。

給与手当 2,778百万円

賞与引当金繰入額 217百万円　

役員賞与引当金繰入額 49百万円　

退職給付引当金繰入額 212百万円　

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の通

りであります。

給与手当 3,321百万円

賞与引当金繰入額 282百万円　

役員賞与引当金繰入額 55百万円　

退職給付引当金繰入額 275百万円　

 ※２　　　　　　　　────── ※２　固定資産評価損

　固定資産評価損は、連結会社間における土地・建物等

の売却に伴う未実現損失であります。

　前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の通

りであります。　

給与手当 904百万円

賞与引当金繰入額 217百万円　

役員賞与引当金繰入額 16百万円　

退職給付引当金繰入額 　68百万円　

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の通

りであります。

給与手当 1,086百万円

賞与引当金繰入額 282百万円　

役員賞与引当金繰入額 18百万円　

退職給付引当金繰入額 96百万円　

 ※２　　　　　　　　────── ※２　固定資産評価損

　　固定資産評価損は、連結会社間における土地・建物等

の売却に伴う未実現損失であります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
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前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている現金及び預金勘定の残高と

は一致しております。

※現金及び現金同等物の四半期末残高及び四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定　　　　　 13,640百万円         預入

期間が３か月を超える　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定期預

金　　　　　　　　　　△100百万円　　　　　　現金及び現金同等物　

　　　 13,540百万円　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式      111,989,476株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 2,169,563株

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権　

新株予約権の四半期連結会計期間末残高 提出会社 80百万円　

４．配当に関する事項

配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日  配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 439 4.00平成21年３月31日平成21年６月29日 利益剰余金

平成21年10月28日

取締役会
普通株式 439 4.00平成21年９月30日平成21年12月８日 利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

項目
運送事業
(百万円)

流通加工事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

 営業収益                         

(1）外部顧客に対する営業

収益
32,986 17,543 5,161 55,691 －　 55,691

(2）セグメント間の内部営

業収益または振替高
823 1,035 5,627 7,485（7,485）　 －　

計 33,809 18,578 10,788 63,177（7,485）　 55,691

営業利益 1,179 844 216 2,240 （52）　 2,188

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

項目
運送事業
(百万円)

流通加工事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

 営業収益                         

(1）外部顧客に対する営業

収益
35,113 19,121 6,911 61,146 － 61,146

(2）セグメント間の内部営

業収益または振替高
758 1,069 2,834 4,662（4,662） －

計 35,872 20,190 9,745 65,809（4,662） 61,146

営業利益 1,389 910 297 2,596 （3） 2,592

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

項目
運送事業
(百万円)

流通加工事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

 営業収益                         

(1）外部顧客に対する営業

収益
97,232 50,798 17,669165,700 －　 165,700

(2）セグメント間の内部営

業収益または振替高
2,425 3,032 12,530 17,987（17,987）　 －　

計 99,657 53,830 30,200183,688（17,987）　165,700

営業利益 2,468 1,935 577 4,980 （98）　 4,882
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当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

項目
運送事業
(百万円)

流通加工事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

 営業収益 　     　 　 　 　

(1）外部顧客に対する営業

収益
97,482 54,358 17,300169,141 － 169,141

(2）セグメント間の内部営

業収益または振替高
2,166 3,277 8,504 13,948（13,948） －

計 99,648 57,636 25,804183,089（13,948）169,141

営業利益 2,961 1,731 715 5,409 （53） 5,355

   （注)１．事業区分は、事業内容及びその相互関連性に基づき区分しております。

        ２．各事業の主な内容

(1)運送事業

貨物自動車運送事業、特別積合せ貨物運送、貨物自動車利用運送事業、

鉄道利用運送事業、海上運送事業及び内航運送業、港湾運送事業、国際

運送取扱業　等

(2)流通加工事業
倉庫業、荷主の構内における原材料及び製品の包装・移動等の作業、物

流センターの運営　等

(3)その他事業
石油類販売事業、情報処理機器販売業、情報処理受託業、自動車修理事

業　等

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至

　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　全セグメントの営業収益の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

【海外営業収益】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至

　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　海外営業収益は連結営業収益の10％に満たないので、海外営業収益の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 486円57銭　 １株当たり純資産額 470円48銭　 

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 21円54銭　 

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額

 

19円42銭　
 

１株当たり四半期純利益金額 23円69銭　 

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額

 

21円33銭　
 

（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 2,363 2,601

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 2,363 2,601

期中平均株式数（千株） 109,738 109,816

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 11,954 12,140

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　－ 　－
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額  　９円67銭　 

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額

 

 　８円71銭　
 

１株当たり四半期純利益金額 11円97銭　 

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額

 

10円77銭　
 

（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 1,061 1,314

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,061 1,314

期中平均株式数（千株） 109,792 109,820

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 12,171 12,168

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　－ 　－

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成21年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・ 439百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・ ４円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・ 平成21年12月８日

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月10日

センコー株式会社

取締役会　御中

大手前監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　芳朗　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大橋　　博　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセンコー株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、センコー株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月10日

センコー株式会社

取締役会　御中

大手前監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　芳朗　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 古谷　一郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセンコー株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、センコー株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

センコー株式会社(E04179)

四半期報告書

30/30


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１営業実績
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外営業収益


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

